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【判例研究】 温室効果ガス対策に つ き, 原告で

ある州が, 環境保護庁長官が大気清浄法に基 づく

規則制定をしなか っ た こ とを違法であると

主張して提起した訴えが, 認容された事例

M a s s a c h u s etts v . E P A
,
12 7 . S . C t 1 43 8 (2 0 07) .

前 田 定 孝

〔事案の概要〕

こ の 事案
(1)

は
,
国際技 術 評価 セ ン タ ー

(I n t e r n a ti o n al C e n t e r f o r T e c h n ol o g y

A s s e s s m e n t) を は じめとする 1 9 の 組織が,

1 99 9 年 1 0 月 , 環境保護庁 に対して, 大気清

浄法に基づ き, 新規自動車お よびその エ ン ジ

ン が発する 二 酸化炭素, メ タ ン , 二 酸化窒素,

お よ び ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン の 4 物 質

が
, 同法 7 6 02 条(g)

`2)

で いう ｢ 大気汚染物質

( air p ollu t a n t s) を構成する温室効果ガス で

あり, お よび , 同法 7 52 1 条( a)(1)
(3)

に お い て

行政機関に規制基準の 策定が命じられ た ｢ 公

衆衛生および福祉を危険にさらす ( e d a n g e r)

こ と が合理的に予測される地球温暖化 に寄与

する｣ も の に該当すると主張して, 当時環境

保 護 庁 の 法 律 顧 問 で あ っ た J o n a t h a n Z .

C a n n o n 教 授 か ら当時の C a r oI M . B r o w n e r

長官に宛て られた意見書
(4)

に依拠 し つ つ , 規

制基準を設定する規則制定を請願 した こ と
(5'

に対 して , 同庁が同手続の 開始を拒否した こ

と に対する司法審査 で ある｡ 請願者は,
｢ 大

気清浄法は
,
行政機関に対 して

,
公衆衛生ま

たは福祉を危険に さらす (e n d a n g e r)
『こ と

が合理的に予測され る』 汚染物質を規制する

ために予防的な ( p r e c a u ti o n a r y) 決定をする

こ とを命 じるもの で ある｣ と主張した｡ そ こ

で請願者によ っ て
一

覧表に記載され た公衆衛

生に対する脅威と は, 高気温 による ス ト レ ス ,

皮膚ガ ン, 白内障, お よ び免疫機能低下の 増

大によ る人間の 健康に対する直接的な影響 と

と も に
,
感 染症

,
媒介 生 物 に よ る 感染 症

( v e ct o r - b o r n e dis e a s e s) , お よ び水媒介性感

染症 の 発生 の 増大 を含 むも の で あ る とさ

れ
(6)

, さ ら に, 大気清浄法 7 60 2 条(也)
( 7)

で いう

｢ 福祉 に対する影響に言及するす べ て の 文言

は
,
変質

,
転換

,
又 はその 他 の 物質との 混合

に起因するか否か にかかわりなく
, 経済的価

値及び個人的な快適性とと もに ,
土壌, 水質,

農産物 , 植物 , 人工物 , 動物, 野生動物 , 天

候, 可視性, お よ び気候 に対する影響, 土地

財産に対する損害及びその 劣化, 並 びに輸送

に対する危険性を含み つ つ もそれ に限定され

な い ｣ と主張 した ｡ ま た請願者 らは
,
E th yl

c o rp . 判 決
' 8)

ぉ よ び L e a d I n d u s t r i e s

A s s o ci a ti o n 判決
(9)

に依拠 し
,

｢ お の お の の 争

点にお い て
,
何 らか の 自然科学的不確実性が

存在すると行政機関が考えると しても, それ

ら の気体に対す る規制を, 大気清浄法の予防

( 7 9)
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的な目的は支持する｣ と主張した
`1 0)

｡

こ れ に対して環境保護庁は, 寄せ られた約

5 万件の 意見書を踏まえて, ｢ 大気清浄法の

徹底的な検討
,
その 立法史料, そ の他 の 議会

の とりくみ ,
お よ び最高裁判所の 諸判例を踏

まえて
,
大気清浄法は地球温暖化に つ い て の

規則制定を権限づ けるもの ではな い｣ こ と ,

｢ た とえ二 酸化炭素が
一

般的に大気清浄法に

基づく大気汚染物質であると しても, か か る

基準が有効に自動車お よび軽トラ ッ ク の燃料

の効率性を有効に規制するため に自動車か ら

の 二 酸化炭素の排出を規制する ことを, 議会

は環境保護庁に権限づ けて い ず, それは運輸

省によ っ て所管され る包括的な制定法によ る

もの である｣ の であ っ て
,

｢ こ れ らの 意見書は ,

さ らなる自然科学的情報ならび にその他の 技

術的なおよ び国際的な発展に期待 して い る こ

とを明確 に示 して い る｣ と し, さ らに ,
B u s h

大統領が(1)有効な, 効率的な, 長期的な政策

の形成に決定的な地球温暖化の 原因, 範囲,

タイ ミ ン グお よびその 帰結に つ い て の疑問に

対応 し, (2)温室効果ガス排出物の劇的な削減

を可能にする革新的な技術の 開発を増進する

こ と
, お よ び(3)地球気候変動の リ ス クを削減

するため に中間的に有意義な段階的措置をと

ろうとして い る こ と ,
地球気候変動の 国際的

な性質は , 大統領が権限を有する外交政策の

意味を有して い る こ と, な らびに, そもそも

大気清浄法に基 づく地球気候変動に つ い て の

規制権限が環境保護庁にな い と の観点か ら,

燃料 の 効率性を規制する運輸省の権限, 大統

領の 政策
,
お よび外交政策と して の 意味にか

んがみて
,
20 03 年 9 月, 自動車か ら の 温室効

果ガス 排出を規制する請願者の要請を拒否 し

た
`11)

｡

( 8 0 )

こ れ に対して ,
マ サチ ュ ー セ ッ ツ州を原告

に加えて提起され た の が , 本件 の訴訟である ｡

2 00 5 年 7 月 t
コ ロ ン ビ ア特別区巡回控訴裁

判所 は , R a n d ol p h 判事に よ る 棄却 意見,

S e n t elle 判事 によ る却下意見, お よび T a t al

判 事 に よ る認 容意 見 に分 か れた も の の ,

S e n t elle 判事が R a n d olp h 判事 の結論に合意

したた めに , 請求を斥けた
(12)

｡

本件最高裁判決は , か か る原審判断に対す

るもの である ｡

〔判決要旨〕

S te v e n s 判 事 の法廷意見は｡ 以下 の とおり

である ( K e n n e d y , S o u t e r , Gin sb u r g , B r e y e r) ｡

( 1) 訴訟要件につ い て

Q) 州 の 当事者適格 に つ い て

( L uj a n 判決が述 べ る憲法 3 条で い う原告

適格要件である事実上の損害, 因果関係 , 及

び救済可能性 に つ き) ｢ 温室効果ガス の排 出

は広範囲にわ たる危害を発生せ しめるが ゆえ

に , 原告適格法理は乗り越えられ な い 管轄上

の 障害を生じさせ ると , 環境保護庁は主張す

る｡ しかしなが らわれ われは同意しな い ｡ 最

低 限度で も,
『
原告適格の 問題の 要点』 は,

『 - - か か る個人的な利害』 を上告人が有 し

て い るか どうか である｣ ｡ ｢ 適切な否定的影響

の 提示を確定するた めに ,
L uj a n 判決は , 現

実 のまたは差 し迫 っ た , 具体的なおよび特定

化 された損害を被 っ た こ と , そ の損害と はそ

の 相手方 に明白に起因 し, お よ び好まし い 決

定が その損害を救済するで あろうこ とを, 訴

訟当事者が 示さなけれ ばな らな い と 判断 し

た ｡ しか しなが ら , 議会が
『
そ の具体的な利

益を保護するため の 手続上 の 権利を認め た』

訴訟当事者
-

こ こ で は違法にも撤回された
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行政機関の とりくみを争う権利 - は
,

『
救

済可能性およ び緊急性に つ い て の 正常な基準

の すべ てに適合するこ となく主張するこ とが

で きる』｣ ｡ ｢ 上 告人 のうち の ただひとりの み

が , 審査に つ き請願を検討する ことをわれわ

れに認め る原告適格を必要とする ｡ われわれ

は こ こ で
,
T al al 判事が以下の ように述 べ た

ごとく, マ サチ ュ
ー

セ ッ ツ州 の特別の 立場お

よ び利益に つ い て強調する｣ ｡ 州 に つ き ｢ わ

れわれは
,
連邦 の 裁判管轄権を主張するに際

して の 通常の訴訟当事者で はな い ことを認識

し て い た ｡ H ol m s 判 事 が G e o r g i a v .

T e n n e s s e e C obb e r C o . 判決
(13'

に お い て述 べ

たように, ジ ョ ー ジ ア州がその領域外か ら発

生する大気汚染物質か らその 住民を保護する

こ とを追求する場合 ,

『その 事案は , 大きく見

るとあたか も2 人の 私人間にお い て争われ て

い るか の よう にみ える が, そうで は な い ｡

- - ･ こ の 事案は主権 に準じる資格にお い てそ

の損害に関して州に よ っ てなされ た訴訟で あ

る｡ その 資格にお い て , 州 は ,
そ の 区域内に

お ける土地お よび大気における, その 住民の

権利から独立したおよ びその 背後にある利益

を有する ｡ それ はその 山がその 森林を破壊さ

れ る べ きか どうか , お よ びその 棲息動物が清

浄な大気を呼吸すべ きか どうか に つ い て の 最

終的な意見を有する』｣ ｡
｢ 『その 区域内にお け

る土地お よ び大気 における
- - ･

独 立した利

益』 が ,
1 世紀前にまさ しく ジ ョ

ー ジ ア 州 の

連邦裁判管轄権を支持 したよう に,
･ ･ ･ ･ ･ ･ マ サ

チ ュ ー

セ ッ ツ州が その
『
影響を受けたと主張

する地域』 に多くの もの を実際に保有すると

い う事実の みが , 本件 の 結論にお ける利害関

係に つ き, 連邦司法権の 行使を認容するに充

分に具体的である｣ ｡
｢
その 準主権的な利益を

保護するに際しての 手続上 の権利および マ サ

チ ュ ー

セ ッ ツ州 の利益を前提にすると , 州 は

われわ れ の 原告適格に つ い て の 分析にお い て

特別の 配慮を認め られ る｣ ｡

④ 損害に つ い て

｢
地球気候変動に関連 した危害は深刻であ

り, お よ び適切 に認識され る｣ ｡ - - ･ ｢ 『気候

変動の研究に参加する権威ある自然科学者』

は
,
地球温暖化が今世紀末における海水面の

急激な上昇 ,

『
自然 の 生態系に対する深刻な

お よび不可逆的な変化』,
『
直接的なおよび重

要な経済的帰結をともなう山岳地帯における

冬季 の 雪塊氷原の 保水量の 無視 しえな い 減

少』, お よ び疾病の 範囲拡大の 脅威 を与えて

い るとの 『強力な合意』 に達した ｡ 彼 は海洋

地域の気温上昇が ハ リケ
ー

ン の猛威 に寄与す

るこ とも観察した｣ ｡

州 は
『
州 の沿岸部の土地財産の 実質的な部

分を所有する』 がゆ えに ,
土地所有者として

州は
,
そ の資格にお い て特定化され た損害を

主張 した｣ ｡
｢
こ れ ら の気候変動によ るリ ス ク

が 『広範囲に共有され て い る』 と い うこと は,

本件訴訟における州の利益を最少限化するも

の で はな い ( ｢ 危害が具体的であり つ つ も広

範囲に共有されて い る場合 ,
裁判所 は

『事実

上 の 損害』 を見出す｣)
`14)

｡

｢ 上 告人 の 宣誓供

述書による と, 地球規模の 海水面は , 地球温

暖化の結果として 20 世紀を通じて 1 0 セ ン チ

メ
ー ト ル か ら 20 セ ン チ メ ー

ト ル 上昇 した ｡

海水面上 昇は, す で に マ サチ ュ
ー

セ ッ ツ州 の

沿岸部を浸食 しは じめ て い る｣ ｡

(動 因果関係

｢ 環境保護庁は , そ れ にもかか わ らず
,
新規

の 自動車か ら の温室効果ガス の 排出を規制 し

な い と の決定は上告人の損害に対 してあまり

( 81 )
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にも無視されうるほ どであるがゆえに, 行政

機関はそれ に回答するため に連邦裁判所に呼

び出されな い と主張する｡ (ま た) 上 告人が

追求する救済が地球気候変動を緩和 し, その

損害を救済する い かなる現実の 可能性も存在

しな い ｡ ｢ しか しなが ら, 環境保護庁は その

こ とを過大評価 して い る｣ ｡
｢ また

,
国内にお

ける自動車か ら の排出物の 削減が試験段階で

あると い う こ とはできな い ｡ その 他 の温室効

果ガス をわきに置 い てさえも, 合衆国の 運輸

部門は大気中に大量の 二酸化炭素を排出して

い る ･ - - ( こ とにかんがみると) い かなる基

準か ら判断しても, 合衆国の 自動車によ る排

出は , 温室効果ガス の蓄積の 有意の寄与をな

しており, それゆえに, 上告人によれば, 地

球温暖化に寄与するもの である｣ ｡

④ 救済可能性

｢
自動車か らの 排出の 規制 に つ き, 環境保

護庁がそれを遅延せ しめたりまたは減少せ し

めたりするため の 段階を踏む義務を有して い

るか どうか の 決定に つ い て ,
わ れ われが管轄

権を有しな い と い う こ とを認め るもの で はな

い ｡ 国内排出物の 削減は何が何処で発生 しよ

うと ,
地球規模での 排出物増加の ペ

ー

ス を遅

くさせ ると思われ る｣ ｡

(む その他

さらに, こ の 法廷意見は最後に,
｢
大災害に

よ る危害の リ ス クは, 遠隔地であ っ たと して

ち, 現実的である｣ がゆえに, 上 告人は規則

制定の請願に対して環境保護庁が した拒否を

争う原告適格を有すると判断｣ した ｡

(2) 本案上の争点につ い て

｢ - - 行 政機関は , そ の 委任 され た責任を

遂行するに際 して, い か にその 限定的な資源

お よび要員を準備するの が最適であるの かに

( 82 )

つ い て選択する広範な裁量を有する｡ /( しか

しながら) ｢ 規則制定手続 に対する請願に対

する拒否と
,
法執行活動を開始しない と い う

行政機関の 決定との 問には, 決定的な違 い が

存在する｣ ｡
｢
環境保護庁は, 規則制定に つ い

て の 請願の拒否にお い て ,
二 酸化炭素は大気

清浄法 7 60 2 条 にお い て定義され る
『
大気汚

染物質』 ではな い がゆえに, 新規 の自動車の

排出物を規制するに際して, 大気清浄法 7 5 21

条( a)項(1)号 に基づく権限が欠如し｣ ,
｢ その か

わりに, た とえ権限を有して い たと しても,

そ の他 の行政機関の 決め た優先事項と衝突す

るが ゆえに
,
か かる権限行使を拒否すると結

論づ けた｣ ｡ しか しながら,
｢ 上 記ですで に述

べ たように , 大気清浄法は, 7 60 7 条(b)項(1)号

に基 づ き, か か る活動に対する審査を許容す

る｡ わ れ われ はそれ ゆえに ,

『
か か る判断は

- - 専 断的 ･ 窓意的な
,
裁量濫用にあたり,

ま たはその 他法に遵わな い』 と判断され た活

動をく つ がえ しうる』 と判断する｣ ｡

( 規則制定手続 一

般 に つ き) ｢ 本案上 にお い

て , 第
一

の 争点は , か か る排出物が気候変動

に寄与すると いう 『判断』 をなさ しめる際に,

大気清浄法 75 21 条( a)項(1)号 が , 環境保護庁

に対して , 新規 の 自動車か ら の温室効果ガス

排出物を規制す るこ とを権 限づ けるもの で あ

るか どうか である｡ その 関連箇所にお い て大

気清浄法 7 52 1 条( a) 項(1) 号 は , 環境保護庁は

『
( 行政機関の) 判断にお い て ,

公衆衛生又は

福祉を危険にさらすこ とが合理的に予想され

る大気汚染の 原因となる ,
ま たはそれ に寄与

するとされた , 新規自動車類または新規自動

車の エ ン ジ ン類 による汚染物質に適用されう

る基準を, 規則 によ り制定す るもの とす る

( s h all) 』 と規定する ｡ 議会 は気候変動に寄
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与する物質を規制しようとしなか っ た と環境

保護庁は考えたが ゆえに , 行政機関は二酸化

炭素は同規定の 意味づ けの 範囲における 『大

気汚染物質』 ではな い と主張する｣ ｡ / ( しか

し) ｢ 制定法の 文面は, 環境保護庁の 読み方を

排除す る｡
『大気汚染物質』 に つ い て の 大気

清浄法の 広範な定義は 『周辺大気中に排 出さ

れ
, 又 はその 他流人する, 何らか の ( a n y) 物

理的, 化学的, 生物的, 放射性の ある ,

- - ･

物質又は物体( m at t e r) を含 む何らかの( a n y)

汚染因子又は同種の 因子の 混合物』 を含 む｡

そ の文面にお い て ,
そ の 定義は ,

い かなる種

類の もの であ っ ても, 大気中に存在するすべ

て の化合物を含むもので あり,
"

a n y
''

と い う

文言が繰り返し使用されて い る こ と を通 じ

て
,
か か る意図を裏書きする ｡ 二 酸化炭素,

メ タ ン
, 窒素酸化物 ,

お よび ハ イ ドロ フ ル オ

ロ カ ー

ボ ン は ,

『
周 辺大気 中に排 出され た

･ - ･ ･ 物理的, (お よ び) 化学的な - - 物質』 で

ある こ とは疑 い な い ｡ 制定法は明確である｣ ｡

(温室効果ガス を規制対象とす るこ と に つ

き) ｢ 環境保護庁 は, (制定法上 の 文言に依拠

するこ となく) 温室効果ガス の排出を規制さ

せない議会の 命令と同等であると考える議会

の 活動および熟議を主張する ｡ た とえかか る

立法史料がその他の 明確性を欠く制定法の 意

味づ けに注意を喚起するもの であ っ ても, 環

境保護庁は , 何 らか の 行為が , 議会が温室効

果ガス を大気汚染物質であると して取り扱う

権限を縮減せ しめ ようと したと い う こ とを間

接 的に示唆す るもの で ある と確認 して い な

い ｡ 事後的な議会の とりくみ が地球温暖化と

たたかうため の 拘束的な排 出物の 制限を制定

する こ とを回避するもの で あると い う こ とが

らは
, 議会が 1 9 70 年お よび 1 9 77 年 にお い て

75 21 条(a) 項(1)号を改正した際 に意 図した こ

とが らに つ い て , 何 ら語るもの で はな い ｣ ｡

｢ 環境保護庁 の 決定 の それに対 す る根拠

- たとえ温室効果ガス の規制する制定法上

の権限を有 して い ると して も, こ の段階にお

い て権 限を行使する こ と は賢明で な い
-

は
, 制定法の 文言か ら逸脱 した理由づ けに基

づくもの で ある ｡ 制定法は, 75 21 条( a)項(1)号

に基 づ い て ,

『判断』 形成 にお い て環境保護庁

の権限の 行使を条件づ ける の であるが ,
か か

る判断は ,

『公衆衛生およ び福祉を危険にさ

らす ( e d a n g e r) こ とが合理的に予測され る

大気汚染の 原因となりまた は寄与する』 大気

汚染物質で あるの か どうか に関連した もの で

なければならな い ｣ ｡ ｢ 環境保護庁が手順, タ

イ ミ ン グ
,
内容 ,
お よ びそ の規制に つ きその

他の行政機関と協力する こと に つ い て無視し

えな い 幅を持 っ て い る こ と は疑 い な い ｡ しか

しなが ら, い っ た ん環境保護庁が規則制定手

続の請願に応答した場合 , そ の行為または不

行為に つ い て の理由は権限の 根拠となる制定

法と
一

致 しなければならな い ｡ 大気清浄法の

明確な文言に基づ い て , 環境保護庁は , 温室

効果ガス が気候変動 に寄与 しな い と判断 した

場合か ,

- - 何 ゆえにその 裁量を行使しえな

い または行使 しな い の か に つ い て の何が しか

の 合理的な説明をする場合に のみ ,
それ以上

の 活動を回避する ことが できる｣ ｡

｢
環境保護庁は, 気候変動 の さま ざまな性

格 に関連する不確実性を強調 し, お よ びそれ

ゆえに こ の 時点にお い て規制しな い こ と の方

が良策であると結論 づ ける こと によ っ て , 刺

定法上 の義務を回避 しえな い ｡ 自然科学的不

確実性が あまりにも難解であるが ゆえに温室

効果ガス が地球温暖化 に寄与するか どうか の

( 83 )
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つ い て の 理由ある判断をする ことを排除され

て い る の であれ ば, 環境保護庁はその ように

述べ なけれ ばならな い ｡ そ の残余の不確実性

の ゆえに温室効果ガス を規制 しな い こ とを選

択 した
- - ･ と い う こ と は, 不適切で ある ｡ 制

定法上の 問題は, 危険性が存在して い ると の

判断をするため の 充分な情報が存在 して い る

の か どうかで ある｣ ｡ し た が っ て , 行政機関

の 決定は
,

｢ 『専断的な, 恋意的な, - - ま た

はその 他法に適わな い 』 もの で ある｣ ｡

なお , 本判決に は, 原告適格に関する争点

に つ き R o b e r t s 首席判事執筆によ る反対意

見 ( S c ali a , T h o m a s , A lit o) と , 本案に関する

争点に つ き S c ali a 判事執筆に よ る反対意見

( R o b e r t s , T h o m a s , A lit o) が ある｡

R o b e rt s 首席判事の 原告適格 に関する反対

意見は, 以下 の とおりである｡

｢( 地球温暖化 は, 最も差し迫 っ た 『危機』

で あり, ほ と ん ど地球上 の 人類す べ て に影響

を与えるもの であるかもしれ な い が) 私は こ

れ ら の 訴訟を司法判断に不適合で あると考

え, 拒絶するもの で ある ｡
- -

当裁判所の原

告適格法理は , 本件 の争点にお ける種類の異

議を述べ る ことが
『
連邦裁判所の 機能で はな

く
,
議会および大統領の 機能である』｣ ｡

( 州の 原告適格に閲し) ｢ 当裁判所はその法

理を変更 して い る ｡ 法廷意見は ,

『
州 は連邦

の 管轄に つ い て訴える こと の 目的に関する通

常の訴訟当事者ではな い 』 の で あ っ て ,

『準主

権的な利益を保護する こ と に つ い て の マ サ

チ ュ ー セ ッ ツ州 の利害』 の もとで,
『州 はわれ

われ の 原告適格に つ い て の分析にお い て特別

の 配慮を認め られ て い る』 とする｣ ｡ ( しか し

なが ら同規定 は)
｢ 州 に対 して い か なる特別

の 権利も地位も認めるもの ではな い ｣ ｡ / ( 法

( 84 )

廷 意 見 が 依 拠 す る G e o r g i a v . T e n n e s s e e

C op♪e r 判決は) 実際に州と私人訴訟当事者

との 間の 区別をする｣ の で あ っ て ,

｢
後見人と

して の 国家の 法理 ( p a r e n s p at ri a e) と して の

代表的資格 にお ける訴訟にお い て , 州 の 権利

以上 の もの を示してい ない ｣ ｡

｢ (後見人と して の 国家の 法理 は) 『特定の

私的当事者の 利益とは異な っ た』
『
準主権的

な利益』 の 主張である｡
- -

そ の構成員の利

益の ため に訴える組織と同様に, それ は構成

員を代表するにとどまらず,
- - 後 見人とし

て の 国家の 法理として の準主権的利益を主張

する州と い えども, そ の 市民が憲法 3 条上の

要件を満たすこ とを示さなけれ ばならな い ｣ ｡

｢ も しも上 告人が憲法 3 条に基づく損害と

して
,
土地 の 喪失に依拠す るの で あれ ば

,

- ･ - か か る特別の 損害に原告適格の 分析の そ

の他の 部分を根拠を求めなければならな い ｡

そ こ で 主 張 さ れ た 損 害 は, (L uj a n v .

D ef e n d e r s of W ild llf e 判決に基 づ い て)
『
具体

的なおよ び特定され た』 も の であり, ならび

に ( A lle n v . W rig h t , 4 68 U . S . 73 7 (1 9 84) . 判

決に基 づ い て) 『個別的でありお よび明白な』

も の で なければな らな い ｣ ｡
｢
地球温暖化は

『
最大限度にお い て人類 に対 して危害を与え

る』 現象 で あり, 上告人が追求する救済と は,

一

般 的に国民に与えるもの 以外の もの に焦点

をあて るもの で はな い
-

それは世界規模に

おける大気を変更させ るもの である｣ ｡ ( 地球

温暖化によ っ て海水面が 2 0 - 7 0 セ ン チ メ
ー

トル 上昇する こ となどが コ ン ピ ュ ー タ モ デ ル

によ っ て示 されて い るが) ｢ コ ン ピ ュ ー

タ プ

ロ グ ラ ム は平均 して 30 セ ン チ メ ー ト ル か ら

最大限で 7 0 セ ン チ メ ー トル の 誤差をともな

う｣ の であ っ て ,

｢ 『ありう べ き将来の損害を
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主張することは憲法3 条の 要請を満たすもの

で はな』 く,
『脅威とな っ て い る損害とは事実

上の 損害を構成するため に確実に( c e r t ai n ly)

切迫したもの でなければならない』｣ ｡

次 に, 本案上の争点に つ い て, S c ali a 判事

は
, 以下 の ように述べ た ｡

｢ 『そ の判断』 に対する制定法上の 言及に関

連した環境保護庁の解釈は合理的であるにと

どまらず, 最も自然な文言の 読み 方である｣ ｡

(自然科学的不確実性をと もなう判断に つ

き) ｢ 上記で示 した ように裁判所は , 温室効果

ガス が国民の福祉を危険にさらすか どうか に

つ い て の 『判断』 をする ことを認める には,

あまりにも自然科学的根拠が不確実で ありす

ぎると いう決定をする選択肢を環境保護庁に

与えた｣ ｡ ｢ そ れ は , 裁判所が いうように 『も

しも自然科学的な不確実性があまりにも甚大

である ことによ っ て
,
温室効果ガス が地球温

暖化に寄与するか どうか に つ い て の理由ある

判断をする こ とを環境保護庁が妨げられ る の

であれば , 環境保護庁は その ように述 べ なけ

れ ばならな い 』｡ しか しなが ら環境保護庁は,

まさにその ように述べ た の である｣ ｡

さ ら に ｢ 大気汚染物質｣ に つ い て の環境保

護庁の定義に つ き,
｢
温室効果ガス が

『
大気汚

染』 の
『
因子』 で ある の かを, われわれは次

に決定 しなければな らな い ｣ ｡ ｢ 環境保護庁

は , 主 として地上 でまた は地表近くで発生す

る大気汚染問題を表現するために ,
こ れ ら の

規定を用 い てきた｣ ｡ ｢ よ り大気上層部に達す

る二 酸化炭素およ びその他 の温室効果ガス の

増大を規制すると い う こ と は, 大気を汚染す

る物質の 蓄積を規制する こ とと は類似 しな

い ｣ の で あ っ て
,

｢ 地球 の気候に影響を与える

と主張され る 二 酸化炭素およ びその 他の 温室

効果ガス の 蓄積は
,
大気清浄法の規制権限の

範囲を超える｡
『
規制的な規定にお い て用 い

られ る ｢ 大気汚染｣ とは地球気候変動を含む

もの として解釈されえない』｡ ｢ 議会は , わ れ

われ裁判所にで はなく行政機関に広範な裁量

権を与えた可塑的な制定法を制定 した の で あ

る ｡ 利害と して根底にある政策的な争点が い

かに重要で あろうと, 責任ある行政機関の 理

由の ある判断に対してわれわれ の 期待する結

論を代置する こと は
,
当裁判所の 任務で はな

い｣ ｡

〔評価〕

大気中の 二酸化炭素などの増大に起因する

地球温暖化によ る否定的影響を規制する権限

に つ い て判断する にあたり
,
自然科学的不確

実性にもかか わ らず, その 危害を い わば
｢
深

刻または不可逆的である｣ も の と認め た上で

大気清浄法上 の 保護法益を柔軟に解釈 し つ

つ
, ①州の 原告適格 , ②規則制定の 不作為の

違法性に つ き, 連邦最高裁は創造的な法解釈

を示 し つ つ
,
そ の

一

環 と して予防的な判断方

法を採用した判例として の 意義を有する｡

〔研究〕

はじ めに

こ の判決は ,
上記 の ように , 州 に原告適格

を認め た こ と
,
お よ び規則制定行為の 不作為

を違法と判断した こ と に つ き, き わめて画期

的であると思われ る ｡ そ こ では
,
地球温暖化

にと もなう具体的な損害 に対す る高 い 認識

が
, 本判決を可能に した もの と思われる ｡ 以

下
, 原告適格論と して の 温室効果ガス に起因

する損害の法的性質, お よび州の 当事者性 ,

( 8 5)
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ならび に本案上の 論点として の 規則制定の不

作為の 裁量性と違法性, ならびに本件の よう

な結論を可能なら しめ た温室効果ガス に起因

する損害の深刻性の認識を背景とした予防的

な ( p r e c a u tio n a r y) 性格を有する判決として

の 本件の位置づけに つ い て , 詳述する｡

なお ,
こ の判決を理解する際に, 原審

`1 5)

の

s e n t ell e 判事 の法廷意見 , お よび T a t el 判事

の 少数意見も参照する ｡

ー 原告適格に つ い て

1 ア メ リカにお ける原告適格論にお ける

本件判決の意義

(1) 権力分立と原告適格

ア メ リカ にお ける原告適格論は ,
憲法 3 条

で い う事件 ( c a s e) ま た は争訟性 ( c o n t r o -

v e r s y) の こ とを意味 し, それ は, 1 99 2 年 の

L uj a n 判決をは じめ と して判例上形成された

もの であるとされ , そ こ で は, 事実上の損害 ,

因果関係, お よび救済可能性の 3 要件が必要

であるとされる
(16)

｡ とりわけこ の約 2 0 年間,

連邦最高裁における環境判例 は, こ の 原告適

格論を中心 に展開 した ｡ 詳細は別稿
(1 7'

に ゆ

ずるが
,
とりわけそこ では , 救済可能性の基

準 に照 ら して 訴えを却 下 した S te el. C o . 判

決
`1 8)

,
お よ び水質清浄法に基づく, 争点を環

境と い う拡散的な利益か ら, 原告 の 個別的な

また は具体的な利益 - と絞り込むことを通 じ

て 事実上 の 損害 の 基 準 の 解 釈を認 容 した

L aid l a w 判 決
(1 9)

が 重要 で ある ｡ 本件 は, こ

の 原告適格法理の解釈に つ き,
一

方で はその

拡散性に つ い て , 水質清浄法違反の 毒性物質

排出をはるか に超える地球温暖化に よる危害

を事実上 の 損害と して認容 し, 他方で救済可

( 86 )

能性 を柔軟 に解釈 した事例で ある ｡ と りわ

け, 原審の S e n t ell e 判事 の意見を踏まえて ,

数ある原告の請求を却下し つ つ ,
州 に の み そ

れを認めた点に , 顕著な特徴が ある ｡

(2) 損害 の個別
･

具体性と地球温暖化

本件 にお い て主張された損害は , 地球温暖

化によ る危害である｡ そして, 本件の 原告と

な っ た の は
, 前述 の 1 9 の 組織を含む, 1 2 の

州, 3 つ の 市 ,
1 つ の ア メ リ カ の 区域, お よ

び数多くの環境保護団体で ある
(2 0)

｡ 本件最高

裁判決が マ 州 に対する損害を除くすべ て の 者

の 訴えをすべ て却下 した理由に つ い て, 本件

最高裁判決法廷意見は,
｢
本案上 の争点に到

達するために は, わ れ われは唯
一

の 控訴人が

原告適格を有すると判断する必要が ある｣ と

述 べ るばかりで
( 21)

, そ の他に何ら理由を示し

て い な い ｡ しか しなが らこ の 点に つ き, 原告

適格 に つ い て判断を示 した 原審の S e n t ell e

判事の却下意見に対応 して い る の ではな い か

と推定され る ｡ すなわち, S e n t ell e 意見 の趣

旨は, 第1 に, 温室効果ガス に起因する地球

温暖化によ る否定的影響の 個別的損害性の 問

題で あり , 第 2 に , 権力分立との 関係 にお け

る司法権の 限界の 問題である｡

すなわち, 前者に つ い て T a t el 判事は, 塞

法 3 条にお ける事件 ･

争訟性を構成する事実

上 の損害と は,
｢
推測的な, ま たは仮説的なも

の で なく,( a)具体的なお よび特定化された( イ

タリ ッ ク は判決文による
- - 筆者註) も の で

あり ,

- - ( b)現実 のまたは差 し迫 っ た もの で

なければならな い ｣ と こ ろ , 最高裁判所は,

｢ 損害と は個人的なまたは個別的な方法にお

い て原告に影響を与えるもの であると宣言し

た｣ の であ っ て, ｢ わ れ われ の 眼前にある本件

にお い て, そ れ は控訴人が確定 して い な い ｣
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とする｡ そして ,

｢ 原告が特定化された損害

を欠くようなか かる事例は, 執行府およ び議

会に対してとくに勧告される｣ の で あ っ て ,

｢
原告が主張する損害とは, 国民 の全構成員

に対 して共通の もの であ っ て
,
規制するか し

ない か と いう決定は成功する可能性に対 して

費用を衡量するこ とが求め られる政策上 の 要

請であり, 最大限度にお い て国民の 利益を考

慮に入れ る民主主義的部門によ っ て最適にな

され る こ とがらで ある｣
` 22'

とする ｡

それで は, な にゆえにかか る特定化されて

い な い 利益は, マ サ チ ュ
ー セ ッ ツ 州に対して

は具体的で あると認められた の であろうか ｡

こ の 点に つ き本件原審 T a t al 意見は , 地球

温暖化にと もなう海水面上昇な どによ る否定

的影響の 深刻さに着目 した上で
,

｢ マ サ チ ュ ー

セ ッ ツ 州の 危害は
,
憲法 3 条に基づ く原告適

格を指示するの に不充分であると最高裁判所

が判断した
一

般化された危害｣ とは大きく異

なり ,

｢ か か る変化 は マ サ チ ュ
ー セ ッ ツ 州 の

財産に対 して深刻な損失 - と導く｣ とし, ｢ 州

は充分にその 原告適格を提示し
,
お よびわれ

われ の管轄は明白である｣ とした
( 23)

｡

なお本件最高裁判決は, 損害の 個別性に つ

き,
｢
危害が広範に共有されて い ながらも具

体的で ある場合,
『事実上 の損害』 が あると判

断する｣ とした A ki n s 判決
(2 4)

を引用する ｡

すなわち本件最高裁判決は
, 第1 に, 地球

温暖化に起因する損害の 深刻さに着目 した上

で
,
第 2 に

,
危害が

｢ 共有されて い なが らも

具体的で ある｣ と判断した の で ある ｡

こ の 点
,

｢
影響を受けた地域を彼 らが利用

する こ と に つ い て主張する際 に,
『
環境上 の

原告』 とは ,

『その 地域の 美的なおよび レ クリ

エ ー シ ョ ン 上 の価値を』 減 じせ しめ られ た者

で ある｣ とした L aidl a u ) 判 決にお い て認めら

れ た範囲
(2 5)

をさらに超えて, 地球温暖化 レ

ベ ル に起因する損害までも
,
範囲に入れ た こ

とが特徴である｡

こ の損害に つ き, 本件判決に先立 つ 規則制

定の 請願の き っ か けともな っ た意見書を書 い

たJ o n at h a n Z . C a n n o n は , こ の 損害を
｢ 体系

的損害 (s y s t e m i c inj u r y) ｣ と 呼ぶ ｡ そ こ で裁

判所は ,

｢(1)地球 の気候 シ ス テ ム に対する人

為的な撹乱によ る損害を裁判所が想定するこ

と の 容易さ, お よび(2)容易に定量化されえな

い
,
お よ び全体と して の シ ス テ ム にお い て ,

ま っ たく微少で さえある気候 へ の 無視 しえな

い影響と いうことが らにもと づ くもの｣ であ

り, 国内 の 自動車による温室効果ガス排出か

らマ サチ ュ ー セ ッ ツ州 の 沿岸線の 喪失 へ と い

た る因果関係に閲 し, その 規制によ っ て こ の

損失が緩和されると いう
一

連 の流れを描き出

し, そ の こ とを通 じて , 裁判所は, ｢ 伝統的に

原告適格を支持 してきた損害の個別性よりも

深刻である 一 実際に
,
より現実的で あり,

より深刻である
- とする理解を黙示的に受

け入れ た｣ とする
(2 6'

｡

C a n n o n は さらに ,

｢ こ の 決定は限定的であ

ると しても, 環境主義者の 大 い なる勝利であ

り, い か に なす べ きか に つ い て行政機関が

行 っ て い なか っ た地球温暖化およびその 主張

に つ い て の 懸念を正当化 した｣ の であ っ て ,

本件判決は
｢ そ の憲法 3 条における環境観に

つ い て の
, 裁判所の 新鮮な採用を代表する｣

` 27'

と 高く評価す る
( 28)

｡

( 3) 州 の原告適格

それで は, そもそも州は, 本件 の ような訴

訟の 当事者たりうるの であろうか ｡ こ の 点に

つ き本件最高裁判決 S t e v e n s 法廷意見は
,

( 8 7)
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G e o rg ia v . T e n n e s s e e C op p e r C o . 判決に依拠

し つ つ ,

｢
住民 の権利か ら独立した お よびそ

の背後にある利益｣ に基 づく管轄権を主張 し,

こ れ に対して R ob e t r s 反対意見は, 後見人と

して の 国家の法理 に閲 し, ( 同法理は) ｢ 憲法

3 条上 の 損害とはきわめて異なり, 州と い う

訴訟当事者に対して は追加的な ハ ー ドルを発

生させ る｣ の であり,
｢
そ れは ,

『
特定の 私的

当事者の利益とは異な』 り ,

｢
構成員を代表す

ると い うだけにと どまらず,
- - - その 市民が

憲法 3 条上 の 要件を満たすこ とを示さなけれ

ばならな い ｣ とする｡ そ して, 法廷意見がそ

の 住民の損害に着目する こ となく , 沿岸部の

州の 土地財産の喪失と いう損害に着目した こ

と に関して ,

｢ 州 は
『
同様の状況におか れた財

産と して の 同様の利益を有すると思われるが

ゆえに』, 州 の 土地所有を
『非主権的な利益』

と しで性格づ けた｣ A lf r ed L . S n ap p & S o n v .

p u e rt o R ic o 判決
( 29)

を引用し, 本件は, その

州民自身が , 憲法 3 条 の要件で い う事実上の

損害を受けて い な い と主張する ｡

しかしなが ら本件判決を読むか ぎりで は,

法廷意見はこ の場合, マ サ チ ュ
ー セ ッ ツ州は

まさしく私的な土地所有者と して の 資格 にお

ける訴訟当事者 である と解 して い る の に対

し, R o b e r t s 反対意見は , 州が その 州民 の利

益を代表する地位にあると理解 しようと して

い る と思わ れ る
(3 0'

｡ 同 反対意見が 引用する

A lf r ed L . S n ab P & S o n 判 決と は, ア メ リ カ本

土の リ ン ゴ園に出稼ぎに行 っ て い た州民が ,

州法に違反して不当な労働条件下にあ っ た こ

と に対 し
,
プ エ ル トリ コ 政府が , ま さ しく

｢
後

見人と して の 国家｣ の 法理に基 づ い て被上告

人を訴えた事例で あり, そ こ で は明示的に ,

準主権的利益と は,
｢ 通常 の 当事者と して州

( 8 8)

に よ っ て類推される主権的な利益, 所有権的

な利益, ま たは私的な利益で はな｣ く,
｢
こ の

概念 の あ い ま いさは , 個人的な事例とするこ

と によ っ て の み満たされる｣
( 31'

と して い る｡

さ らに こ の 点に つ き R o b e r t s 反対意見が

引用するもう 1 つ 別 の判決である, 1 99 2 年 の

W y o m i n g v . O kl a h o m a 判 決は, オ ク ラホ マ

州 の制定法がワイオ ミ ン グ州の石炭会社か ら

オクラホ マ 州 の購入者 ( 州直営を含む発電企

莱) へ の石炭販売量を減少せ しめ ,
それ によ っ

てそれらワイオ ミ ング州の 企業が州内にお い

て採掘 して い た石炭の 総量が減少 した結果 ,

ワ イオ ミ ン グ州が石炭採掘に つ きそれら企業

から徴収 して い た税収の 減少に つ なが っ たと

して
,
ワイオミ ン グ州が オクラホ マ 州を提訴

した事例であり, それ は, そ こ でもたらされ

た ワイ オ ミ ン グ州 の損害は, 州自身に対する

直接的な損害に対す る主張ではなく, 後見人

と して の 国家の法理の 主張を含むの は無用で

あり
,

｢ 特別 の 税収 の損失の 形式にお ける直

接 の損害を含む｣
` 32'

と して
,
ワ イオミ ン グ州

の 原告適格を認めた事例である｡

し たが っ て ,
R o b e r t s 反対意見が引用する

同判決の ｢ 州は特定の私的当事者として の利

益とは異な っ た利益を主張しなければならな

い ｣
`3 3'

と す る箇所と は, そ の州民が受けた何

らか の 法違反によ る不利益か ら の救済を, 州

が かわ っ て訴える場合にの み に利用されうる

の であ っ て
,
本件 にお ける法廷意見は, 州 は

まさ しく私人と して の 土地所有者と同視 しう

る地位にお い て本件訴訟の 当事者とな っ たと

主張するこ とに よ っ て ,
こ の 点をク リア しよ

うと して い ると解する ことが できよう｡

こ の 点, 法廷 意見が 引用す る G e o r g ia v .

T e n n e ss e e C o bb e r C o . 判決 の該当箇所が ,

｢ そ
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の 事案は, 大きく見るとあたかも2 人 の私人

間にお い て争われ て い るようにみえる｣ もの

の
,

｢
こ の事案は主権 に準じる資格 にお い て

その 損害に関して州によ っ て なされた訴訟で

あ｣ り,
｢ そ の 資格にお い て州は ,

そ の 区域内

にお ける土地およ び大気 にお ける , 住民 の権

利から独立 したお よびその 背後にある利益を

有する｣ とする点は, ｢ ジ ョ
ー ジ ア州はそれが

州であると いうこ とではなく, - - か か る救

済をえる当事者であるがゆえに
,
追求された

救済を認め られる｣ とす る同判決の H a rl a n

判事の 同意意見
(3 4)

とあわせ て参照する こ と

で
, 法廷意見が後見人として の 国家の 法理を

採用して い な い と見る こ ともで きよう｡

なお
,
こ の 点に つ い て本判決に つ い て分析

を加えた D r u S t e v e n s o n は
,
本件判決が州の

原告適格に つ き
｢
特別な配慮｣ と い う文言を

用 い た こ とに 関して,
｢
単純に州に対して で

はなく , 州 の 司法長官に対 して創設 した｣ と

しつ つ , 本件にお い て法定意見が州に原告適

格を認めた理由として, 連邦を創設するにあ

た っ て州が 連邦 に委ねた権利お よ び特権 と

は
, 州 になりかわ っ て連邦政府がその 権限を

行使する義務を創設 した の であ っ て , それ が

原告適格を認める理由であると しつ つ
( 35)

, か

か る法理はそれ以前にお い て は どこ にも存在

して い ず, 法定意見に与した K e n n e d y 判事

が ｢ 特別の 配慮｣ と いう文言を用 い つ つ 無か

ら つ くりだ した本件判決における新規の 判例

法理である
( 36)

と す る｡

元来ア メ リ カ で は ,
コ モ ン ロ

ー を排 して制

定法が制定されて も, 裁判所は何らか の 間隙

が あれば コ モ ン ロ
ー

を創造でき, ま た大気清

浄法は地球温暖化 の 文脈に お い て ,
コ モ ン

ロ
ー

排除の 意図を明示しな い と され る
`3 7)

｡

二 規則制定権限不行使の違法性

一 本案上の 論点

本件の本案上 の大きな特徴は ,
規則制定行

為 の 不作為を違法と判断 して い る こ と で あ

る ｡ こ の点に つ き最高裁法廷意見は, 大気清

浄法は温室効果ガス規制を
｢
許容する｣ と判

断したあと , 行政機関が権限行使に際 して の

裁量 に関して , 本件 の ような窺則制定権限不

行使にお ける裁量権と は
,
法執行権限不行使

における裁量権 よりも狭 い と判断 しつ つ ,
さ

らに
,

｢
規則制定手続に対する請願｣ があ っ た

場合に こ れを拒否する裁量と, そもそもあら

か じめ何もな い段 階にお い て法執行活動を開

始 しな い と い う裁量との 問に は
,

｢ 決定的な

違 い が存在する｣ とし
, 権限不行使の裁量性

をきわめ て厳格 に解 した ｡

そして , 制定法の解釈 に焦点をあてる ｡ そ

こ では
, 大気清浄法 7 521 条( a)項(1)号 が , 環境

保護庁 に対 して , 新規 の 自動車か ら の温室効

果ガス 排出物の 規制を権限づ けるもの である

か どうかで あると し, そ こ で 同号の 規定内容

である,
｢ 公衆衛生又 は福祉を危険に さらす

こ とが合理的に予想される
- - ･

汚染物質に適

用されうる基準を, 窺別 により制定するもの

とする ( sh all) ｣ と の 規定の対象に, 二 酸化炭

素が含まれ る の か どうかが問題とな っ た ｡ 環

境保護庁は, 同物質が こ の 対象に入らな い と

判断した ｡ こ れ に対 し法廷意見は ,
そ こ で は

,

そ れは ｢何 らか の ( a n y) 物理的, 化学的, 坐

物的, 放射性の ある , 何 らか の ( a n y) 物質｣

と されて い るように, ｢ そ の定義は ,
い か なる

種類の もの で あ っ て も, 大気中に存在するす

べ て の化合物を含む｣ と判断 し, そ の規制対

象に二酸化炭素が含まれる可能性を認め た ｡

( 8 9 )



○ 判例研究

そのうえで ,
窺制対象となる大気汚染物質で

ある と い っ た ん環境保護庁 が判断した場合

は
,

｢
大気清浄法は行政機関に対 して新規の

自動車からの 有害な汚染物質の排出物を規制

するこ とを要請する｣ と し
,
か か る場合に裁

量権を行使しな い場合とは
,

｢ 環境保護庁は,

温室効果ガス が気候変動に寄与 しな い と判断

した場合か ,

- - その 裁量を行使 しえな い ま

た は行使 しな い 合理的な説明をする場合にの

み に限定され｣ , その 範囲に該当しな い 本件

にお い て
,
行政機関には権限を行使する義務

が発生すると した｡

こ れ に対 して本案に つ い て の S c ali a 判事

の 反対意見は, C h e v r o n 判 決
( 38'

を 引用し っ

つ
,

｢ 制定法は, 行政機関が判断をするに際し

て謙抑的であるこ とがで きる ことに つ い て の

理由に つ い て
, 何 ら述 べ て い な い ｣ が ゆえに ,

｢
制定法の 文言が沈黙して い ると いう意味に

お ける場合を除 い て ,

『
制定法の 文言か ら尭

離 し』 な い ｣ の であり,
｢
環境保護庁の 裁量の

解釈は合理的である にと どま らず, 最も自然

な文言の 読み方である｣ とした ｡

そ して
, 第 1 に ,

温室効果ガス の規制に つ

い て の 判断に つ き, それは
｢ 『
気候変動の科学』

と題 した 国家研究評議会 2 00 1 年報告書上 の

情報に基づくもの であ｣ り
(3 9)

, 合理的根拠の

あるもの で あり , 第2 に ,

｢
大気汚染物質｣ の

定義に つ い て , 環境保護庁は ,

｢ 主 と して地上

の段階でまたは地表近くにお い て発生する大

気汚染問題を表現するために ,
こ れ らの 規定

を用 い て きた｣ の で あ っ て , 法廷意見 は, ｢ 地

球 の 気候に影響を与えると主張される 二酸化

炭素お よびその 他の温室効果ガス の 蓄積は,

大気清浄法の 規制権限の 範囲を超える｣ の で

あり
,
か か る行政機関の 裁量的判断に対 して

( 90 )

法廷意見は
,
それが不正確であると いう理由

の 説明にな っ て い な い
` 40'

とする｡

こ の ように , 法廷意見は, 大気清浄法が大

束汚染物質に包括的な定義を与え, か つ 温室

効果ガス が こ の 定義に入るが ゆえに, 行政機

関に は規制権限の行使が義務 づけられると し

た の に対 して
,
S c ali a 反対意見は , 大気汚染

物質の 定義に つ き行政機関の 裁量に委ねられ

たもの であり, そこ で行政機関は ,

一

定 の 合

理的解釈を示 したとした ｡

か か る違 い は, C h e v r o n 判 決の 読み方の 違

い に起因すると思われ る｡ C h e v r o n 判 決の 枠

組み とは
,
第

一

段階と して制定法の意味を審

査 し
, 第二段階として ,

その 争点に つ い て制

定法が沈黙 しまたはあいま い な場合に , 裁判

所 は行政機関の解釈の 合理性を謙抑的に審査

するこ とができる, と い うもの で ある ｡ 本件

で は こ の 第 二段階が問題となり, M e n sh e r が

述 べ るように規制権限行使などに つ い て制定

法上 の 間際が存在する場合に司法解釈の 余地

が発生し
(41'

,
そ こ で巨視的に民主主義的意思

に反する場合に, 大気清浄法上 の規制権限不

行使に つ き厳格な応答義務が課せ られると い

う文脈になると思われ る
`42)

｡

そ れ では
,
なぜかか る認識の違 い が発生 し

た の で あろうか ｡ 次章は こ の 点を分析する｡

三 本件判決に見る予防的ア プロ ー チ

1 法廷意見にお ける認識

本件最高裁判決の S t e v e n s 法廷意見は, 地

球温暖化 に つ き,
｢ わ れ われ の 時代の 最も緊

急の環境変化｣ とする認識を引用する｡ そ し

て
, か か る ｢ 温室効果ガス を規制するこ とに

つ い て の 環境保護庁の 確定的な拒否は ,

『
現
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実の』 お よび
『
差し迫 っ た』 と い う両方に該

当する マ サ チ ュ
ー

セ ッ ツ に対する危害の リ ス

クを与える｣ と したうえで ,
｢ 地球温暖化が今

世紀末にお い て海水面の 急激な上 昇,
『
自然

の 生態系 に対する深刻お よ び不可逆的な変

化』,
『
直接的なお よび重要な経済的帰結をと

もなう山岳地帯にお ける冬季の雪塊氷原の保

水量の 無視 しえな い 減少』, お よ び疾病 の 範

囲拡大の 脅威をあたえて い る｣ と の 強力な合

意が ある こ と , 海洋地域の 気温上 昇が ハ リ

ケ
ー

ン の猛威に寄与する こ と, 同州は, 州 の

沿岸部の 土地財産に対する特定の 損害が予想

され, ｢ こ れ ら の気候変動によ るリ ス クが
『広

範囲に共有され て い る』 と い う こと は, 本件

訴訟における マ サチ ュ
ー

セ ッ ツ州 の利益を最

少限化するもの ではなく, とりわけ, ｢ 地球規

模の 海水面は, 地球温暖化の 結果と して 20

世紀を通じて 1 0 セ ン チ メ
ー

ト ル か ら 2 0 セ ン

チ メ ー ト ル 上昇 し｣ , さ ら に ｢ 海水面上昇は ,

す で に マ サチ ュ
ー

セ ッ ツ州 の 沿岸部を浸食 し

は じめ て い る｣ とする｡ そ して ,
こ れ らの 危

害を防ぐため の 規制権限行使に つ き,
｢
環境

保護庁は, 気候変動の さま ざまな性格に関連

する不確実性を強調し, お よ びそれゆえに,

現時点で規制 しな い 方が良策で あると結論づ

ける こ とによ っ て , 制定法上 の義務を回避 し

えな い ｣
(4 3)

と す る｡

こ の ように , 地球温暖化を ｢ 最も緊急の環

境変化｣ と した認識は, C a n n o n に よ れ ば, 法

廷意見及び反対意見の 共通の認識の 基調をな

すもの であり, こ の両者の 違 い は , 単 にかか

る危機的状況に対する部門が ｢ 裁判所で はな

く政治的に応答義務を有する部門である｣ と

の 認識からくるにすぎな い とする
` 44)

｡

2 ア メ リ カにお ける予防的ア プロ
ー チ と

本件判決

上記の 認識に つ き原審は, 排出物基準を設

定する こ とを行政機関に権限づ けた大気清浄

法の 規定を考慮するに際 して ,
｢
行政機関は ,

『
安 全 性 に つ い て の 充 分 な 判 断 の 余 地

( a m ple m a r gi n of s af et y) 』 を規定する何 ら

か の 水準にお い て そ の 決定を根拠づ けなけれ

ば なら な い と 判断 した｣ N R D C v . E P A 判

汰
(45'

,
お よ び ｢ い かなる水準の 危害

- ま た

は危害の リ ス ク ー が危険に さらすと い う こ

と ( e n d a n g e r m e n t) を構成するの か を決定

するに際 して , 行政機関が 裁量権を有すると

判断した｣ と した E th yl C o rp . 判 決
( 46)

を引用

し つ つ
,

｢
制 定 法 上 の 基 準 は , 予 防 的 な

( p r e c a u ti o n a r y) もの で ある｣ と判断した｡

そ してさら に,
｢
こ の 枠組み を前提にする

と
, 環境保護庁が与えた い かなる政策上 の 理

由づ けも, 温室効果ガスが ,

『公衆衛生または

福祉を危険にさ らすこ とが合理的に予想され

る大気汚染物質である こと に寄与する』 とす

る判断 - の 拒否を正 当化 しな い こ と は明白で

ある｣ と し, 環境保護庁が規制権限の不行使

を正当化するに際 して, そ の 自然科学的不確

実性 の存在を理由と した こ と に対 して ,

｢
大

気清浄法は,
- - どこ にも

『 一

義的な』 証拠

を求め るもの で はな｣ く, ｢ 行政機関に対 して ,

温室効果ガス が福祉を
『
危険にさらす ことが

合理的に予想され る大気汚染物質である こ と

に寄与する』 か どうかを決定するこ とを要請

する｣ と し, 環境保護庁は, 温室効果ガス が

地球温暖化に寄与するか どうか に つ い て 信頼

性をも っ て結論づ けえたか どうか疑わ し い も

の の
, ( 国家研究評議会 2 0 01 年報告書に依拠

して) ｢ その 問題が
『
自然科学的知識の 最前線

( 9 1)
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(fr o n tie r s of s ci e n ti丘c k n o w le d g e) 』 の うち

に存在するこ とを示す｣ と しつ つ ,

｢ 同報告書

は
, 予測 され る地球温暖化 の 帰結が深刻で

( s e rio u s) ある こ とをも示す｣
`4 7)

と した ｡ 行

政機関は前記の 厳格な応答義務に つ き, 説明

を求め られたもの と思われ る｡

さ て
, 筆者は前稿にお い て ,

ア メ リカに は
,

予防原則的な, ま たは予防的アプ ロ
ー チ を反

映 した判断の 流れ がある こ とを紹介した
`4 8'

｡

そ れ は , その 危険性の 水準が必ずしも自然科

学的に明らかで な い場合で あ っ ても, 規制権

限の 発動基準 の根拠となる知見が ,

｢ 自然科

学的知識の最前線｣ にお い て存在するがゆ え

に
,
その 危険性を

一 義的に確定しえな い よう

な場合にお い て さえも, そ の否定的影響の
｢ 深

刺( s e rio u s) また は不可逆的な(ir r e v e r sible) ｣

性質にか んが みて ,

｢
予防的なまた は未然防

止的な｣ 規制を行う必要が生 じた際に, その

厳格な自然科学的根拠によ る こ となく, 制定

法上 の
｢
安全性に つ い て の 充分な判断の 余地｣

な どの 文言を創造的に解釈し つ つ , 行政機関

に専門な裁量権を付与しつ つ も, 権限発動基

準を設定するこ とによ っ て , 法 の 目的を確保

しようと した
一

群の 判決であ っ た｡ そして本

件判決が依拠する N R D C v . E P A 判決とは,

か か る判決群の なかで も, 塩化 ビ ニ ル に つ い

て の 大気清浄法に関する事案で あり, 同法 の

｢
安 全 性 に つ い て の 充 分 な判 断 の 余地

( a m pl e m a r gi n of s af et y) ｣ と い う文言解釈

が争われた事例である ｡ 本件最高裁判決は ,

か か る系譜に属するもの である
(4 9)

｡

さ ら に こ の こ と に つ き, 原審段階にお い て ,

E th yl C o rp . 判 決 の 読み方が争点にな っ た こ

とが , そ の裏付けとなると思われる ｡ た とえ

ば , 本件 の 原審は , 控訴人が E th yl C o rp . 判

( 92 )

決 に依拠 して主張を組み立てて い る の に対 し

て
,
R a d ol g h 法廷意見にお い て ,

｢ わ れ われ の

見解では E th yl C o . 判決は控訴人を支持する

の で はなく, 環境保護庁を支持する｣ と した

うえで , ｢ 環境保護庁長官 に対して規制する

か否かに つ い て の 入り口的な
『
判断』 をする

こ とを要請する に際して ,
7 5 21 条( a)項(1)号 は

行政機関に対 して相当の 裁量権を付与す る｣

の で あり,
｢
議会は行政機 関に対 して自然科

学的な証拠に つ い て の そ の事前評価に つ い て

の みそ の裁量を行使するこ とを要請す るので

はな｣ く ,

｢ E th y l C o rp . 判決が
『政策判断』 と

呼ぶ もの も考慮に入れられうる｣ が ゆえに,

裁判所は ,

｢ 『行政機関が ｢ 自然科学的知識の

最前線における｣ 争点を解決 しなけれ ばなら

な い場合に』,
『
政策判断に基づく行政機関の

結論を支持する』｣ と する
`50)

｡ 前稿で も指摘

した よう に, こ の E th yl C o rp . 判決 こ そが ,

｢
予防的なまた は未然防止的な｣ 規制を行う ,

環境保護庁の 規則制定権限を認め た
一

連の 判

決例のうちの 最初の事例である｡

ア メ リ カ における環境上の 予防的な対応を

認め た判決は, こ の ように , 制定法の 条文解

釈を通 じて , 行政機関の裁量に つ い て慎重に

判断したと こ ろに , その 顕著な特徴を有する｡

3 本判決の射程

さて
,
本件は , 前述 の ように ,

二 酸化炭素

に起因する地球温暖化がもた らした危害の 深

刻性の 認識の もとに, 本件 の権限不行使を違

法と したもの で あ っ た ｡ こ の 場合, も しも本

件が ,

｢ わ れ われ の 時代 の最 も緊急の 環境変

化｣ に よ っ て ,

｢
現実 の｣ お よび

｢ 差 し迫 っ た｣

危害が存在すると の 認識の もとに予防的な規

則制定の 義務を認めた判決であるとすれ ば,
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その射程があらためて 問われ る こ とになる｡

すなわち, 前述 の ように
,
ア メ リ カにお ける

予防的な対応を認めた判決の 特徴が, 制定法

の 文言解釈を通じて行政機関に合理的なか ぎ

りにお い て裁量を認めた もの であ っ た こ と に

鑑み るとき, 規則制定権限不行使の 違法性 に

関して本件判断が依拠した制定法の 解釈基準

が何であるの か , 原審が依拠 した
``

s h all
' '

と

い う文言解釈が充分な説得力を有するの か ど

うかなど, 最高裁は必ずしも明らかに して い

な い ｡ も しも こ の 点に つ き, 地球温暖化に起

因する沿岸部における危害など
,
も っ ぱらそ

の被害の ｢ 深刻また は不可逆的な｣ 性格 に基

づ い て
,
本件が判断した の であれ ば, そ の射

程は必ずしも広くな い と思われ る｡

前稿にお い て筆者は , 予防原則が , 実際に

は S u n s t ei n が 指摘する ｢ 反大災害原則 ( A n ti-

C at a st o r o p h e P ri n cip le) と して用 い られる場

合 に有効たりうる｣ 可能性
`51)

指摘 しつ つ , 仮

に こ の ような場合にお い て の み , 自然科学的

不確実性 の立証が定量的な部分に つ い て緩和

され
,
そ の こ とを通 じて規制権限行使が認め

られる の で あれば , 予防原則と はきわめて例

外的に毒性 の強 い物質以外には適用されない

と い わ ざるをえな い こ とを指摘 した ｡ 本件

は , 地球温暖化に起因する危害の 深刻性 に照

らして
, 請願による規則制定に つ き, 行政機

関によ る権 限不行使が 違法とされ た事例で

あ っ た ｡ 本件判決の背後 にある最高裁判事の

認識が ,
か か る ｢ 反大災害原則｣ 的なもの で

ある場合に, 本件判決の 意義お よびその射程

は
,
きわめ て限定され てくる の ではな い だろ

うか ｡

そもそも環境リス クを生 じせ しめる化学物

質の規制に際 して , 現段階にお い て判明した

知見に依存するの で はなく
,
い わ ば不確実性

に着目して柔軟な対応方法をと卑べきである

と いうの が
,
こ こ 2 0 年 ほ ど の リ ス ク規制行

政の流れであ っ たと思われる｡ こ れ に対し,

本件判決は , そ の危険性が定性的に深刻また

は不可逆的であると認め られた物質以外に つ

い て の規則制定の請願を受け付 けな い と い う

前例ともなりうる危険性を帯びて い る ｡

前述 の ように
,
C a n n o n は

,
こ の 判決を ｢ 環

境主義者の大 い なる勝利｣ とす る｡ しか しな

が ら
, 本件判例を上記の ように解するの であ

れ ば
, それ ほ ど明る い 未来は開けて い ない の

で はな い かと いう疑い が濃 い ｡

ぁ わ り に

以上
, 本件にお い て , 地球温暖化の 原因と

なる温室効果ガス に つ い て の 環境保護庁によ

る規制権限の 行使基準 に つ い て , 判例を素材

に検討した｡ そ こ では
,
地球温暖化に起因す

る海水面上昇などが, 個別的な損害として認

められうる可能性が示され るなど, ア メ リ カ

における原告適格法理にお い て
,

一

定 の前進

が あ っ た こ とが示されたと思う｡

そ こ では
,
地球温暖化に起 因する沿岸部の

侵食に, 原告適格を構成する具体的な損害を

認め るとともに
,

｢
特別 の 配慮｣ と い う文言を

の解釈を通 じて , 州 ( または州の 司法長官)

に原告適格を認め ると い う, 新 た な判例法理

の展開が あ っ た こ とも示された ｡

同時に, 本案にお ける損害論の 検討を通 じ

て
,
ア メ リ カにお けるある種の予防原則的な

ア プ ロ ー チ の展開をも, 示 しえた と思われ る｡

しか しなが ら, そ こ で展開 して い る こ とが

らには 二 面性がある の であ っ て
,
ア メ リ カ型
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の 予防原則が ,
た とえば S u n s t ei n の いうよ

うな反大災害原則と化して しまうとすれば,

き わめ て例外的に危険な物質以外 に つ い て

は
, 環境保護庁の 規制権限が行便されえなく

なると いう危険性もは らむもの であ っ た｡

そ れでは ,
こ の場合に い か なる手を講 じる

べきであろうか ｡ おそらくそこ では ,

一

見 し

て深刻また は不可逆的な危険性をと もなわな

い 物質に つ い て, 何 らか の可変的な規制方法

を講 じる ことが 求められ る の で はな い かと思

われる ｡ こ の点に つ き, 前稿 にお い て紹介 し

た
, 事後的検証 (it e r atio n) の 考え方を取り

入れた柔軟な規制方法が要請されると思われ

る
`5 2)

｡ しかしなが ら, か か る予防的アプ ロ
ー

チ をも含めた規制方法の 具体的な分析
･

検討

に つ い て は
, 今後 の課題とした い ｡

註

(1) M a s s a c h u s e tts v . E P A , 1 2 7 S . C t . 1 4 3 8 , 1 4 4 9

(20 0 7) . 本件判決 は,
平尾禎秀 ｢ 米国の 連邦 レ ベ

ル の 展 開 一 司法判断の 影響 と連邦行政府 の 国

内政策の 手法 - ｣
『季刊環境研究』 (20 0 7) N o .

1 4 6 . 8 3 頁以 下 ,
お よ び 同 ｢ ア メ リ カ の 司法に お

ける温暖化関連訴訟の 動向｣
『
ジ ュ リ ス ト』 ( N o .

1 3 5 7) 2 0 0 8 . 6 .1 . 8 0 頁以 下 でも詳細に紹介 され て

い る
.
ま た

,
本件判決 に つ き , R o n ald A . C a s s

は , C h e v r o n 判決と の
一

貫性 を論 じ つ つ , 批判的

に 検討 し て い る ｡ S e e C a s s , M a s s a c h u s e tts v .

E P A : T h e I n c o n v e n i e n t T r u th a b o u t P r e si d e n t,

9 3 V A . L . R E V . I n B ri ef 7 5 (2 0 0 7)

(2) 同項 は ,

｢ 大気汚染物質｣ を ｢ 周辺 大気中に排

出さ れ, 又 はそ の 他流入 する, 何 らか の ( a n y) 物

理 乳 化学的.
生 物臥 放射性 の あ る ,

･ . ･ . - 物質

又 は物体 ( m a tt e r) を含 む何 らか の ( a n y) 汚染因

子又 は同 種の 因子の 混合物｣ と 定義する｡ 4 2 U .

s . c . § . 7 6 0 2( g) (20 0 0) .

( 3) 同号は ,
以 下 の よう に規 定す る｡

｢ 行政機関は,

本章の 規定に基 づ き,
そ の 判断にお い て ,

公衆衛

( 94 )

生 又は福祉 を危険 に さ らす こ と が 合理 的に 予想

さ れ る大気汚染 の 原因 と な る , また は そ れ に 寄

与す る と さ れ た , 新規自動車類 ま た は新規自動

車の エ ン ジ ン類 に よ る 汚染物質 に適用 さ れ うる

基準を,
規則 によ り ( 及び随時) 制定するもの と

す る｡ か か る基準 は,
か か る 自動車及 び エ ン ジ

ン が か か る 汚染 を未然防止 し又 は規制す るた め

の 完全 な シス テ ム 又 は企 業 の 手段 である か 否か

にか か わ らず,
(認証 の 目 的の た め の 自動車 の 使

用期限に関連 して . (d)項 に基 づ い て決定 され た)

使用期限 に つ き , そ の 自動車及び エ ン ジ ン に対

して適用さ れ るもの と する｣ ｡ 4 2 U . S . C . §. 7 5 2 1

( a) (1) (2 00 0) .

(4 ) なお
,
C a n n o n の 意見書 は, 大気汚染物質と は ,

｢ 周辺 大気中に排出され , 又 はそ の 他流入す る,

物理 的, 化学的,
生 物学的,

も しくは 放射性の 物

質又は物体｣ と 定義す るが ゆ えに,
二 酸化硫嵐

窒素酸化軌 二 酸化炭素, お よ び発電施設 か ら排

出さ れ る水銀は , 同法 の ｢ 未然防止的なまた は予

防的な (p ri v e n t a ti v e o r p r e c a u ti o n a r y) 性質 を

強調す る｣ 大気清浄法 760 2 条( g)項で い う大気汚

染物質の 定義 に含まれ る の で あ っ て , また , 大気

中に自然な状態 にお い て存在す る二 酸化炭素も,

｢
より 高度の 議論 レ ベ ル にお い て ,

ま た は そ の

他 の 曝露の 経路 を通 じて｣ 大気汚染物質 たりう

る の で あ っ て , 人間 の 健康 に 対 して 否定的影響

の 原因と なり ま た は そ れ に寄与す る こ と が 合理

的に予想 さ れ る の で あ るか ら ,

｢ 環境保護庁の 規

制 権 限 の う ち に あ る｣ と し て い た｡ S e e

M e m o r a n d u m f r o m J o n a th a n Z . C a n n o n
,
G e n e r al

c o u n s el
,
E P A ( A p r . 1 0 , 1 9 9 8) , a v ail a b l e a t

h tt p :/ / w w w . v l r g l n i al a w r e v i e w .
o r g /i n b ri e f/

2 0 0 7 /0 5 / 2 1 / c a n n o n m e m o r a n d u m .p d f .

(5 ) C o n t r ol of E m i s si o n s f r o m N e w a n d I n- u s e

H ig h u )a y V e h i cl e s a n d E n gi n e , 66 F e d . B e g . 7 4 8 6

(2 0 0 1) .

( 6) 6 6 F e d . B e g . 74 8 6 , 7 4 8 7 .

( 7) 4 2 U . S . C . §7 6 0 2 (也) (2 0 0 0) .

( 8) E th yl C o rp . v . E P A ,
5 4 1 F . 2 d 1 ( D . C . C i r . .

1 97 5) . , c e r t . d e ni e d , 4 2 6 U . S . 94 1 (1 9 7 6) . 事案の

詳細 は, 拙稿 ｢ ア メ リ カに お け る環境上 の 化学物



【判例研究】温室舶ガス対策につき, 原告である州が, 環境保新長官が大気鮒法に基づく規則制定をし始 ったことを違法であると主凱て蝕 した訴えが, 認容された事例●

質リ ス ク行政と情報提供制度H ｣ 法 政論集 208

号 t 6 8 頁以下 参照

( 9) L e a d I n d u s t o ri e s A s s o ci a ti o n v . E P A
,
6 4 7 F . 2 d

1 1 3 0
, ( D . C . C i r .

,
1 9 7 9) . 事案の 詳細 は, 拙稿 ｢ ア

メ リ カ環境法に お ける規制権限行使の 基準｣ 名

古屋大学法政論集226 号 51 4 頁以 下 参照｡

(10) 6 6 F e d . B e g . 7 4 86 , 74 8 7 .

(ll) C o n tr ol of E m i s si o n s F r o m N e u ) a n d I n- u s e

H i g h w a y V e hi cl e s a n d E n gi n e s , 6 8 F e d . B e g .

5 2
,
9 2 2

,
52

,
9 2 5 (2 0 0 3) .

(12) M a s s s a c h u s e tts v . E P A , 4 1 5 F . 3 d 5 0 (2 0 0 5) .

(13) G e o 7 gi a v . T e n n e s s e e C o bb e r C o . 2 0 6 U . S . 2 3 0

(1 9 0 7) .

(14) F e d e r al E l e c ti o n C o m m i s si o n v . A ki n s
,
5 24 U .

S . l l , 2 4 (1 9 9 8) . な お ,
こ の 判決は ｢ 損害が 広範

に共有さ れ て い る - - い う 事実は , そ れ 自体 と

して は , 合衆 国憲法第3 条 に つ い て の 利益 を自

動的に剥奪す るも の で は ない ｡ 充分 に 具体的 な

場合 にか か る 利益 は,

『具体的な損害』 と して 考

え ら れ る
｡
こ の 結 論は, 多 数の 個人 が 同 じ コ モ

ン ロ ー

上 の 損 害 を被 る場合,
ま た は多数の 投票

者が
, 法に 規定 さ れ た投票権 へ の 干渉 を受けた

場合に, とり わけ明確 であ る｣ の で あり
,

- - - ｢ 本

件で争点と な っ て い る情報上 の 損害, す な わち ,

最も基本的 な政治的な権利であ る投票 と直接的

に関連 して い る もの が , 広範 に 共有 され て い る

と い う事実 は
,
連邦裁判所 に お ける そ の 正 当化

を権限 づ け る憲法上 の 権限 を, 議 会か ら剥奪 し

な い ほ ど に
, 充分に 具体的で あり お よ び 個別的

である｣ とす る｡ S e e 52 4 U . S . l l
,
2 4-2 5 .

(15) M a s s s a c h u s etts v . E P A
,
4 1 5 F . 3 d 5 0 (2 0 0 5) .

(16) L uj a n v . D efe n d e r s of W il dl if e , 5 0 4 U . S . 5 5 5
,

5 6 ト6 1 (1 9 9 2) .

(17) 拙稿 ｢ ア メ リ カの 『地域住民の 知る権利』 法に

お け る情報提供を受 け る権利 (二 ･ 完) ｣ 名古屋

大学法政論集212 号 (200 6 年 6 月) 参照｡

(18) S t e el C o m p a n y v . C i ti z e n s f o r a B e t te r

E n vi r o n m e n t , 52 3 U . S . 8 3 (1 9 9 8) .

(19) F ri e n d of th e E a rth v . L ai dl a u ) E n vi r o n m e n ta l

S e r vi c e s
.
5 2 8 U . S . 1 6 7 (2 0 0 0) .

Czo) 4 1 5 F . 3 d 5 0 , 5 3 .

(21) 4 1 5 F . 3 d 5 0
,
6 4 .

C22) 4 1 5 F . 3 d 5 0 , 5 9- 6 0 . こ の 点, S c ali a 判事の 持論

で ある,

｢ 私は 考える に
,
原告適格の 法理 と は ,

裁判所の 役割 を, 多数者 ( m aj o rit y) が 課す こ と

が らに対 して個人お よ び少数者 ( m i n o rity) を保

護す る と い う 伝統的 な非民主 主 義 的な役割

( u n d e m o c r a ti c r ol e) へ と 制限す るもの で あり,

多数者自身の 利益 の た め に , そ の 他 の 二 つ の 政

府部門 (すな わち 立 法府お よ び執行府 - - 筆者

註) が い か に機能す るの か に つ い ての 問題を, 非

民主 主義的な (裁判所の - - 筆者註) 役 割か ら除

外す る と い う, 機能 的な関連性が そ こ に存在す

る と 考え る｣ と す る見解を妨沸 と させ る もの が

ある｡ も っ と も, S c ali a が上 記の こ と を述 べ る根

拠 は 主 と して 憲法 2 条 に 基 づ く執行権 と の 権力

分 立論であ る の に対 し, 本件 最高裁判決 に お い

て R o b e r t s は
, 権力分 立 論 を持ち出 して い る わ

けで はな い ｡ S e e A n t o n i n S c ali a
,
T h e D o ct ri n e of

S t a n d i n g a s a n E s s e n ti a l E l e m e n t of th e

S eb a r a ti o n of P o w e r , 1 7 S u F F O L K L . R E V . 8 81
,

8 8 6 (1 9 8 3) .

Cz3) 41 5 F . 3 d 50
,
64- 6 7 .

糾 こ の 判決は ,
1 9 7 1 年連 邦選挙活動法 に基づく

事例であ る｡ 原告 ･ 被上 告人は
, 米国イ ス ラ エ ル

公 共問題委員会 ( A m e ri c a n l s r a el P u bli c A ff ai r s

C o m m i tt e e ( A I P A C )) に批判的見解を有す る者

であり, 被告 で あ る 連邦選挙委員会 ( F e d e r al

E l e cti o n C o m m is si o n) に対 して ,
A IP A C が 連邦

選挙活動法 に違反 した こ と を認定す る よ うに 要

請 し つ つ , その 他 AIP A C に対 し, 政治的組織に

対 して 連邦選挙活動法が提出を求め た情報 を公

にす る こ とを命 じる よう に主 張 した｡ そ こ で は ,

原告が 連邦選挙委員会 の 決定を争う原告適格 を

有す る の か どうか が 争 わ れ た｡ F e d e r al E l e c ti o n

C o m m i s si o n v . A ki n s
,
5 2 4 U . S . l l (1 9 9 8) .

但5) 52 8 U . S . 1 6 7
,
1 8 0-8 5 .

C26) J o n a t h a n Z . C a n n o n ,
T h e S i g m fi c a n c e of

M a s s a ch u s e ttts v . E P A , 9 3 V A . L . R E V . I n B ri ef 5 3

(2 0 0 7)

Cz7) I d
り
a t 5 71 5 8 .

紳 畠山武道 『ア メ リ カ の 環境訴訟』 (北海道大学
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出版会 200 8 年) 2 5 9 頁は ,

｢ 最近の 環境訴訟の

中で ,
ブ ッ シ ュ 政権 に最も大きな衝撃を与え た｣

とす る｡

㈲ Alf r e d L . S n ab P & S o n v . P u e r t o R i c o , 4 5 8 U .
S ･

5 9 2 (1 9 8 2) .

(30) 1 2 7 S . C t . 1 4 3 8 , 1 4 6 5- 6 6 (R o b e r t s , C . J . ,

di s s e n ti n g) .

(31) 4 5 8 U . S . 59 2
,
6 0 2 (1 9 8 2) .

(3 2) W y o m i n g v . O kl a h o m a , 50 2 U . S . 4 3 7
,
4 4 8- 4 9

(1 9 9 2) . な お ,
こ の 判決に は ,

W hi te 判事 の 法廷

意見 (Bl a c k m u n , S t e v e n s , 0
'

C o n n o r
,
K e n n e d y ,

s o u t e r 同 調) と S c a li a 判 事 の 反 対 意 見

(R e h n q u is t , T h o m a s 同調) , お よ び T h o m a s 判

事の 反対意見 ( R e h n q ui s t , S c ali a 同調) が 付さ れ

てい る
｡
こ こ で T h o m a s 反対意見は ,

｢
こ こ で の

主要 な争い は , 明白 に , ワ イ オ ミ ン グ 州と オク ラ

ホ マ 州と の 間の 争 い で は なく, ワイ オ ミ ン グ 州

の 民間の 石炭会社と オ ク ラ ホ マ 州 と の 間の 争 い

で あ っ て , そ の 制 定法が オク ラ ホ マ 州 の 発電施

設 へ の 販売量を減少 させ たと い う こ と で ある｣ ｡

- - ( そ もそ も州 が当事者と な っ た 訴訟は 控え

め に な さ れ なけれ ば な ら な い と い うの が 当裁判

所の 判例 であ るが)
｢ 私 の 見解で は , ワイ オ ミ ン

グ州 に よ っ て 主 張 さ れ て い る 派生 的損害 は,

一 最低限 度の 原告適格 の 要請に適合す る と し

て も ー 裁量的 な 第 一 審 裁判管轄権の 行使 を正

当化するもの で は ない ｣ とす る｡ 〟 .
,
4 7 5- 7 6 .

(33) 4 58 U . S . 5 9 2 , 6 0 7 .

糾 2 06 U . S . 2 3 0
,
24 0 .

(35) D r u S t e v e n s o n ,
S p e ci a l S oli cit u d e f o r S ta t e

S ta n di n g : M a s s a ch u s e tts v . E P A ,
1 1 2 P E N N . S T .

L . R E V . 1 , 8- 9 (2 0 0 7) .

(36) Id . a t 3 7 . な お , 本件判決の こ の 論点に関 して ,

｢ 議会 が 立 法 し なか っ た場合, 連邦裁判所は訴

訟に お い て 示 され た 連邦法上 の 争点 を取り扱う

に際 して コ モ ン ロ ー を創 出す るか 適用す る, 限

定的 な権限 を保留す る｡ た と え議会が 立 法 し た

と して も
,

『す べ て の 立 法 に よ っ て 示さ れ た必 然

的 な不完全性 は,
隙 間的な連邦法の 定立 行為が

連邦裁判所 の 基本的な責任である』｣ とす る D a n

( 9 6)

M e n s h e r の 見 解 が あ る｡ S e e D a n M e n s h e r ,

C o m m o n L a w o n I c e : U si n g F e d e r al J u d g e-

M a d e N u is a n c e L a u ) to A d d r e s s th e I n te r s ta te

Ejfe c ts of G r e e n h o u s e G a s E m i s si o n s , 3 7 E N V T L I

L . 4 6 3 (2 0 0 7) .

(37) D a n M e n s h e r , C o m m o n L a w o n I c e : U si n g

F e d e r al J u d g e - M a d e N u is a n c e L a w t o A d d r e s s

th e I n t e r s t a t e E ff e c t s of g r e e n h o u s e G a s

E m i s si o n s , 3 7 E N V T L . L 4 6 3 , 4 7 1- 7 2 , 4 8 0 (2 0 0 7) .

(38) C h e v r o n v . N R D C , 4 6 7 U . S . 8 3 7 (1 9 84) .

(39) N A T I O N A L R E S E A R C H C o u N C I L , C LI M A T E

C H A N G E S c I E N C E : A N A N A L Y S IS O F K E Y

Q u E S T I O N S (2 0 0 0) .

(40) 1 2 7 S . C t . 1 4 3 8
,
1 4 7 2- 7 8 (S c ali a ,J . , di sd e n ti n g) .

(41) M e n s h e r , s u p r a n o t e 3 7 , a t 4 8 3 .

(42) L i s a S c h u l t z B r e s s m a n ,
D ef e r e n c e a n d

D e m o c r a c y , 7 5 G E O . W A S H . L R E V . 7 6 1 , 7 6 4 , 8 0 2

(20 0 7) .

(43) 1 2 7 S . C t . 1 4 3 8 , 1 4 4 61 6 3 .

(44) C a n n o n , s u P r a n o t e 2 6 . a t 5 6 .

(45) N R D C v . E P A , 8 2 4 F . 2 d 1 1 4 6 ( D . C . C i r
"

1 9 8 7) .

(46) E th yl C o rp . i, . E P A
,
5 4 1 F . 2 d 1

,
1 3 ( D . C . C i r . ,

1 9 7 5) . , c e rt . d e ni e d , 4 2 6 u S . 9 4 1 (1 97 6) .

(47) 4 1 5 F . 3 d 5 0 , 7 5- 7 6 .

(48) 拙稿前掲註(9) 5 0 9 頁以 下参照｡

(49) か か る 流れ を汲 ん だ 最高裁判決と して ,
大気

清浄法 に基づく規則制定権限に つ き ,
オ ゾ ン 層

破壊物質 に関 し て.

｢ 安全 性 に つ い て の 適切 な

( a d e q u a te) 判 断の 余地｣ と い う文言を通 じて ,

そ の 範 囲内に お い て 環境保護庁長官 に裁量的 な

権限行使 を 認 め つ つ t そ こ で 要 す る 費用 に つ い

て 考 慮す る権限は な い と判断 した W hit m a n v .

A m e ri c a n T r u c ki n g 判 決 が あ る｡ W h it m a n v .

A m e ri c a n T r u c ki n g , 53 1 U . S . 4 5 7 (2 0 0 1) .

(50) 41 5 F . 3 d 5 0 , 5 7-5 8 .

(5 1) C A S S R . S u N S T EIN , L A W S O F F E A R , 3 3 , 22 4- 2 5

(2 0 0 5) .

(52) 前掲註(49)参照｡


